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減災対策協議会の規約改定

■「大規模減災協議会」への国土地理院 四国地方測量部の参画
・地方自治体支援（洪水ハザードマップ作成などの事前防災、リエゾン派遣、災害査定の効率化）、迅速な被害状況
の把握、TEC-FORCE活動等において、四国地方整備局と四国地方測量部の間で連携強化を図る。

■「土器川大規模氾濫に関する減災対策協議会 規約」の改定

協議会・幹事会の構成員の見直し
・協議会の構成員に、国土地理院 四国地方測量部長を追加

・幹事会の構成員に、国土地理院 四国地方測量部 防災情報管理官および県・市町の高齢者福祉部局 課長を追加
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【取組内容】

① 市町村の防災部局だけでなく高齢者福祉部局についても、協議会への参加や防災部局から当該協議会に関
する情報提供を受けるなどにより情報共有を実施

② 地域包括支援センターにハザードマップの掲示や避難訓練のお知らせ等の防災関連のパンフレット等を設置

③ 協議会毎に地域包括支援センター・ケアマネジャーと連携した水害からの高齢者の避難行動の理解促進に向
けた取組の実施およびその状況を共有

■水害からの高齢者の避難行動の理解促進に向けた取組
・平成30年7月豪雨を受け、中央防災会議防災対策実行会議の下で、平成30年12月26日に「平成30年7月豪雨を踏ま
えた水害・土砂災害からの避難のあり方について（報告）」がとりまとめられた。

・この報告では、住民が「自らの命は自らが守る」意識を持って自らの判断で避難行動をとり、行政はそれを全力で支
援する、それらにより、住民主体の取組強化による防災意識の高い社会が構築できるよう、今後実施すべき対策が
提言された。

・この対策の一環として、「大規模氾濫減災協議会において、防災・減災への取組実施機関と地域包括支援センター・
ケアマネージャーが連携し、水害からの高齢者の避難行動の理解促進に向けた取組を実施する」こととなった。
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